
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 26 年 第２回定例会 一般質問 小林 芳幸】 
 
芳幸 
 

Ｑ 準防火指定区域で木造２階建て住宅を建てる場合、外壁

を防火構造とするほか、窓に網入りガラスを使用するな

どといった基準があるため「住居系用途地域で指定して

いることが、既成市街地の居住促進を阻害している要因

の一つでは」と指摘。 

  その上で、本年度に住居系用途地域の防火・準

防火地域に指定されている区域とその周辺で、

木造建築物の防火性能に関する現地調査を行

うとし、現在は明確に定められていない指定基

準も明らかにしていく考えを示した。 

 

Ａ 都市建設部長はこれに対し「多くは指定から５０年以上

経過しており、建物の防火性能も大きく向上しているこ

とから、指定範囲見直しの必要性を判断するための基礎

調査を行う時期にある」と答弁。 
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現地調査は現在、西

部地区や中央部地区

などで、古い木造建

築物約２万戸を対象

に目視調査を行って

おり、その後、道立

総合研究機構に分析

を依頼し、見直しが

できるか検討致しま

す。同部は「準防火

指定が街なか居住の

阻害要因になってい 

るのであれば、少しでも排除したい」としている。 

Ｑ．東京オリパラの事前合宿誘致にあたっては，関係機関からキーパ

ーソンを招へいすることなども検討すべきではないのか。 

 

国会では、公明党の強い働きにより「消防団支援法」が成立し、2014

年度予算には消防団員の処遇改善や装備品、訓練の充実を一層支援す

るための予算が計上されました。それを受け、函館市の消防団員の現

状と課題について質問させて頂きました。 

Ａ.当市といたしましても，今後，他都

市の活動内容と比較検討し，報酬額

について検討してまいりたいと考

えております。また，退職報奨金は

平成２６年４月から一律５万円の

引き上げとなっております 

Ａ．本年８月末に，内閣官房２０２０オリン

ピック・パラリンピック東京大会推進室長

である平田竹男氏をお招きし，合宿誘致に

向けた講演会や地元関連団体との意見交

換が実施される予定となっております。      

Ｑ．消防団員の処遇改善について 

決定！スポーツ講演会 
日時：平成 26年 8月 30日(土) 

 開場 15：30 開演 16：00 

会場：ホテル函館ロイヤル 

講師：平田 竹男氏 

内閣官房参与 

オリパラ推進室 室長 

皆様には、日頃より温かいご支援をいた
だき、誠にありがとうございます。 
皆様から頂いたご意見・ご要望を、生活
者の目線、地域の視点で政策の実現に取
り組み、市民の暮らし・生活を支えるた
めに全力を尽くして参ります。今後も皆
様の一層のご支援、ご指導を賜りますよ
うに、心よりお願い申し上げます。 

函館市議会議員 小林 芳幸 



アレルギー疾患は国民の約半数がかかっているといわれ

る“国民病”です。しかし、医療施設や地域によって治療

方法の差があるなどの課題が指摘されていました。また、

2012 年には東京都調布市で、食物アレルギーのある小学生

が給食後に死亡する事故が発生。学校などでの知識や適切

な対応方法の普及も急がれています。 

    

  

公明が粘り 
強く推進 

基本法 
が成立 

この基本法には、重症化の予防や症状軽減のために国が

進める施策として 

●全国どこでも適切な医療を受けられる専門医の育成や

医療機関の整備 

●教職員への研修機会の確保 

●患者や家族に対する相談体制の整備 

●大気汚染の防止、食品の表示充実など生活環境の改善な

どが盛り込まれています。 

これまで公明党は、2010 年５月をはじめ、数度にわたっ

て法案を提出するなど、基本法制定に粘り強く取り組んで 

■ 1400万人超す署名簿提出などで対策を後押し  

■ 児童・生徒に安心・安全の体制を！ 

生活管理指導表とは？ 

個々の児童生徒についてのアレル

ギー疾患に関する情報を、主治医が

記載し、保護者を通じて、学校が把

握するものです。 

学校生活を安心・安全なものにす

るためには、学校と保護者の間で正

しい知識に基づいた円滑な意思疎通

を行うことが大前提となります。 

■ 国民の約半数がかかる“国民病” 

■  

■ 専門医育成、相談体制の充実など 

■  

きました。また、2000 年には「アレルギーの

病態解明と治療法の確立」を求める 1464 万人

に及ぶ署名簿を国に提出。これが原動力とな

り、同年 10 月には「臨床研究センター」が国

立相模原病院（現・国立病院機構相模原病院）

に、2001 年７月には「免疫・アレルギー科学

総合研究センター」が理化学研究所に相次いで

開設。さらに、食物アレルギーなどのアナフィ

ラキシーショックを和らげる「エピペン」の承

認（2005 年 3 月）、保険適用（2011 年 9 月）

の実現も推進しました。 

一昨年の 12 月、東京都調布市で起きた女児

死亡事故を受け、私はこれまで２度にわたり市

教育委員会に質問し、今回で 3 度目の質問とな

りました。 

それを受け、教育委員会は昨年、教職員や保

護者、小児科医をメンバーとした、「函館市学校

給食食物アレルギー対策マニュアル策定会議」

を設置し、12 月に学校における具体的な対応方

法等を定めた、「函館市学校給食食物アレルギー

対策マニュアル」を策定。 

 私が要望してきた、生活管理指導表も導入し、

医師の診断をもとに、食物アレルギーをもつ

個々の児童生徒の状況に応じた対応を行うこと

とし、今年度から各学校においてマニュアルに

基づいて取り組んでいるところであります。 

その他 

●食物ｱﾚﾙｷﾞｰに関して、児童生徒への指導 

●誰が見ても分かりやすい献立表の作成 

●緊急時対応→消防機関との連携の推進 


